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【Abstract】
　Along with revision of Ionizing Radiation Hazard Prevention Ordinance (April 2020), reduction of occupational expo-
sure of radiation workers (The following are the workers.) and enhancement of radiation management are required. The 
purpose of this survey is to clarify the radiation management status for radiation workers. We conducted a fact-finding 
survey by questionnaire with the same questions as in 2020 for medical institutions. The survey period is from Septem-
ber to December 2021. Response rate was 57%. The comparison results of the radiation management status in 2020 and 
2021 are shown. There was a significant increase in the reporting rate of radiation doses to workers and the implementa-
tion rate of radiation protection training (both, p<0.05). However, there was no significant increase in the rate of wearing 
personal dosimeters for the eye lens and radiation protective goggles. In addition, there was no significant increase in the 
deployment rate of radiation protective goggles.

【要 旨】
　電離放射線障害防止規則改正（2020年4月）により，放射線業務従事者（以下，従事者）の職業被ばく低減と放射線管理の充実が
求められている．本調査の目的は，従事者に対する放射線管理状況を明らかにすることである．医療機関に対して2020年度と同じ設
問でアンケートによる実態調査を実施した．調査期間は2021年9月から12月までである．回答率は57%であった．2020年度と2021
年度の放射線管理状況に関する比較結果を示す．従事者線量の院内組織への報告率ならびに放射線防護研修の実施率は有意に増加し
た（両方，p<0.05）．しかし，水晶体専用放射線測定器ならびに放射線防護眼鏡の着用率は有意に増加しなかった．また放射線防護
眼鏡の配備率も有意に増加しなかった．
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緒　言
　国際放射線防護委員会（International Commis-

sion on Radiological Protection, ICRP）は放射線
防護の基本3原則を勧告している1）．そして2011年に
ICRPは，「5年間の平均が20 mSv/年を超えず，いか
なる1年間においても50 mSvを超えない」とする職
業被ばく限度の一つである眼の水晶体等価線量限度を
勧告し（以下，ソウル声明）2），Pub.118を刊行した3）．
わが国では，放射線審議会や「眼の水晶体の被ばく限
度の見直し等に関する検討会」（以下，水晶体に関する
検討会）における検討を経て，2020年4月1日，ICRP

のソウル声明を基軸とした改正電離放射線障害防止規
則（以下，電離則）が公布された4）．そして改正電離
則は2021年4月1日に施行された．わが国の水晶体の
等価線量限度は，従前の150 mSv/年から大幅に引き
下げられた．また水晶体に関する検討会において，医
師の放射線測定器の着用率に課題があることが明らか
になった5）．
　現在，interventional radiology（IVR）が新たな
治療分野として広く利用されている6-8）．一方で，IVR

に携わる術者である医師や看護師などの医療従事者
（放射線業務従事者．以下，従事者）の被ばく線量が多
いことが知られている9-11）．IVRの放射線診療に従事
する医師の放射線測定器の着用率が高まれば，実際に
水晶体が受けた線量は変わらないものの，着用してい
なかった期間の線量が測定され，記録上の水晶体の等
価線量は上昇することになり，等価線量限度を超える
可能性のある従事者の割合は高くなることとなる．水
晶体に関する検討会の報告書5）では，「事業者等は，放
射線障害防止のための労働衛生対策などの取り組みを
着実に進めることにより，安全衛生管理体制を確立す
ることが望ましい」と記されている．つまり今回の電
離則改正に関連して二つのことが医療機関に求められ
た．一つは，従事者の水晶体を中心とした職業被ばく
を低減し，水晶体の新等価線量限度を順守するため，
放射線測定器を100%適切に着用させる方策を講じる
ことである．二つ目は，被ばく低減方策を従事者に啓
発し的確に実施させること，ならびに線量限度を超え
ないための措置の実施等を含めた放射線管理体制を充
実させることである．
　われわれは，2020年度において，基本的な放射線
管理状況 12），放射線防護に関する研修（以下，防護研
修）13）ならびに放射線測定器と放射線防護機材（以下，
防護機材）の配備および着用状況14）など，放射線管理

全般について報告した．2021年度は，2020年度と同
様の調査を行い，改正電離則の施行前と施行後の推移
を明らかにするとともに，対応策の質の向上に資する
ことを目的とした．

1．方　法
1-1　調査方法
　全国の従事者に対する放射線管理状況に関する実態
調査（以下，実態調査）を実施した．調査票の配布・
回収方法については，医療機関に調査票を電子メール
に添付し配信した．依頼状の宛名は「放射線診療部門
管理の責任者さま・担当者さま」とし，施設単位での
回答を求めた．依頼は，労災病院の診療放射線技師長
（部長）やIVRに関心の高い診療放射線技師が所属す
る当該診療放射線技師を介して行った．またこの調査
のために作成した専用の回収サイトに送信する方式で
回答を得た．
　調査期間は2021年9月14日から同年12月31日ま
でである．なお，実態調査は全国から地域性ならびに病
院規模に偏りがないように，全国の労災病院ならびに
IVRに関心の高い診療放射線技師が在籍する医療機関
を中心に選定した．
　主な調査項目は，基本的な放射線管理状況，防護研
修ならびに水晶体等価線量専用放射線測定器および防
護機材の配布・着用状況である．なお，本論文では，
筆者らの中のIVRの職業被ばく管理について専門的
知識・技術を有する者が検討し，今後の医療分野にお
ける職業被ばく低減に影響が大きいと考えた項目を中
心に報告する（Fig.1）．具体的には，従事者管理，防
護研修，ならびに放射線測定器および防護眼鏡の着用
などである．

1-2　統計処理方法
　2020年度調査に回答した全施設と，2021年度調
査に回答した全施設の設問ごとの各選択肢の比率を比
較した．検定には，比率の検定としてFisher’s Exact 

Testを用いた．有意水準は5%未満とした．

1-3　倫理的配慮
　本研究は群馬パース大学研究倫理審査委員会の承認
を得て実施した（承認番号PAZ21-25）．
　また回答の依頼に当たっては依頼状を配信した．依
頼状には，本調査に参加（回答）したくない場合は回答
しないでほしいことと，回答後であっても参加しない
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意志の申告はいつでも可能であることを明記して行っ
た．また依頼状には，研究者や連絡先だけではなく，
研究への参加の任意性，個人情報の取り扱い，研究成
果の公表方法，ならびに本研究への参加により不利益
を被ることがないことなどを記して調査を行った．

2．結　果
2-1　回収率および回答施設の基本情報
　調査票配布施設数，回答施設数はそれぞれ81と46

で，回収率は57%であった．また2021年度の回答施
設で，2020年度にも回答した施設の割合（重複率）は
61%であった．
　回答施設の基本情報をFig.2に示す．回答施設のタ

イプは，「大学病院」が13%，「総合病院」が57%，「循
環器センターなどの専門病院」が20%，「その他」が
11%であった．病床数は，「600床以上」が39%，「400～
＜600床」が17%，「200～＜400床」が28%，「50～
＜200床」が13%，「＜50床」が2%であった．救急指
定は，「一次救急」が2%，「二次救急」が61%，「三次
救急」が35%，回答なしが2%であった．

2-2　従事者管理
2-2-1　従事者線量の委員会報告
　「従事者の線量の測定結果を委員会などに報告して
いますか？」の設問の結果は，「はい」が87%，「いい
え」が13%であった．

Fig.1　Questionnaire survey contentsFig.1 Questionnaire survey contents

医療機関における放射線業務従事者に対する放射線管理に関する調査（実態調査）

設問 医療機関のタイプ
設問 病床数
設問 救急指定のタイプ
設問 放射線業務従事者線量の測定結果の委員会等への報告状況
設問 放射線を被ばくする可能性のある医療従事者等の放射線業務従事者としての管理状況
設問 放射線管理業務を主に行う部署
設問 放射線管理業務を主に専門に行う職員
設問 従事者の職業被ばくの防護研修
設問 放射線測定器を着用していない放射線診療従事者に対する放射線測定器着用の促し状況
設問 水晶体専用の放射線測定器の着用率
設問 放射線防護眼鏡の着用率
設問 Vascular-IVRを行うX線診療室の防護眼鏡の配備状況
設問 X線装置が設置されている内視鏡室の防護眼鏡の配備状況
設問 一般X線透視室の防護眼鏡の配備状況
設問 手術室の防護眼鏡の配備状況
設問 基準透視線量率の測定状況と測定値
設問 Vascular-IVRの診断参考レベルとの比較
設問 IVRを中心とした職業被ばくの安全管理（防護）をリードあるいは指導する者の有無

Fig.2　Basic information of medical institutions that responded to the survey



06

医療機関における職業被ばくに関する放射線管理状況調査報告（2021年度の状況） 資　料

学　術 ◆ 29（141）

2-3　防護研修
　「放射線診療や放射線診療の介助などを行う医師お
よび看護師（従事者）がいる場合，該当者に対して，職
業被ばくの放射線防護方法等に関する防護研修を実施
していますか？」の回答結果をTable 1に示す．Table 

1は，職種別に示すとともに，医師は診療科別に示し
た．実施したとする回答が最も多かったのは内視鏡を
担当する看護師が72%であった．医師の中で最も高
かったのは循環器内科の67%で，最も低かったのは救
急部門の39%であった．

2-4　放射線測定器着用の促し
　「放射線測定器を着用していない従事者に対して，放
射線測定器の着用を促していますか？」の回答結果は，
「100%着用しているので該当事例なし」が17%，「頻
繁に促している」が33%，「時々促している」が30%，
「まれに促している」が15%，「促していない」が4%で

Table 1　Do you implement radiation protection training for radiation workers?Table 1 Do you implement radiation protection training for radiation workers?

[%]

Nurse

Cardio-
vascular
medicine

Cardio-
vascular
surgery

Radiology
(mainly
IVR)

 Radiology
(mainly
radiation
therapy)

Radiology
(mainly
nuclear

medicine)

Radiology
(mainly

diagnosis)

Gastroent-
erology

Gastroent-
erological
surgery

Ortho-
pedic

surgery

Neuro-
surgery

Anesthesi-
ology

Emer-
gency

medical

Endo-
scopy

Yes 67 57 57 50 50 65 59 54 61 61 61 39 72 58

No 26 17 15 13 13 13 26 26 28 22 22 20 15 20

Not
applicable 2 22 22 30 30 20 9 13 9 13 11 35 7 17

No
response 4 4 7 7 7 2 7 7 2 4 7 7 7 5

Total 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

Response

Medical doctor

Mean

2-2-2　従事者の登録基準
　「放射線を被ばくする可能性のある医療従事者など
（管理区域に全く立ち入らない者を除く）の従事者とし
ての管理状況を教えてください」の回答結果をFig.3

に示す．全員を従事者として登録している職種の割合
は，「医師」54%，「診療放射線技師」96%，「看護師」
20%ならびに「その他」11%であった．

2-2-3　放射線管理業務
　「放射線管理業務を主に行う部署がありますか？」の
回答結果は，「はい」が22%，「いいえ」が78%であっ

た．なお，2021年度の設問では，「“主に行う” とは業
務の51%以上が放射線管理業務ということです」を追
記した．
　また「放射線管理業務を主に専門に行う職員がいま
すか？」の回答結果は，「はい」が20%，「いいえ」が
80%であった．

Fig.3　 What is the registration status of medical workers who may be exposed to radiation as 
radiation workers （excluding those who do not enter the radiation controlled area at all）?
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あった．
　上記設問で，「時々促している」「まれに促している」
および「促していない」と回答した施設に，頻繁に促さ
ない理由を尋ねた結果（複数回答可，有効回答23）は，
「医師には言いづらい」が74%，「他部署の方には言い
づらい」が30%，「上司には言いづらい」が9%，「促
す立場にない」が13%，「その他」が17%であった．

2-5　 水晶体専用の放射線測定器および防護眼鏡の着
用率

　「従事者について，職業被ばくにおける防護眼鏡の内
側に着用する水晶体専用の放射線測定器のおおよその
着用率を教えてください」の回答結果をTable 2に示
す．水晶体専用の放射線測定器を80%以上の従事者が
着用しているという施設は11%であった．
　また防護眼鏡のおおよその着用率を尋ねた結果を
Table 3に示す．「80%以上」と「100%」の回答の合
計平均回答率は28%であった．防護眼鏡を80%以上
の従事者が着用しているという施設は11%であった．

2-6　防護眼鏡の配備状況
　Vascular-IVRを行う全てのX線診療室，X線装置が
設置されている内視鏡室，一般X線透視室，ならびに
手術室への防護眼鏡の配備状況を尋ねた結果をFig.4

に示す．「十分ある」との回答は，「Vascular-IVRを

行う全てのX線診療室」が50%，「X線装置が設置され

ている内視鏡室」が41%，「一般X線透視室」が30%

ならびに「手術室」が20%であった．

2-7　その他
　「基準透視線量率（日本の診断参考レベル（2020年
版））の測定を行っていますか？」を尋ねた結果は，「は
い」が84%，「いいえ」が16%であった．上記設問で
「はい」と回答した施設に，回答した装置の測定値を尋
ねた結果は，「＞20 mGy」が11%，「＞17 mGy」が
14%，「＞10 mGy」が26%，「≦10 mGy」が50%で

あった．
　また「Vascular-IVRの診断参考レベルとの比較を
行っていますか？」を尋ねた結果は，「はい」が87%，
「いいえ」が13%であった．
　さらに「IVRを中心に職業被ばくの安全管理（防護）
をリードあるいは指導する者がいますか？」を尋ねた
結果は，「いる」が76%，「いない」が24%であった．

3．考　察
　医療機関における職業被ばくに関する放射線管理状
況について，2020年度と2021年度の調査の主な比較
結果をTable 4に示す．有意に改善した調査項目は11

項目中3項目だけであった．個々の比較検討結果を以
下に示す．

Table 2　Wearing status of radiation dosimeter for the eye lensTable 2 Wearing status of radiation dosimeter for the eye lens 

Nurse

Cardio-
vascular
medicine

Cardio-
vascular
surgery

Radiology
(mainly
IVR)

 Radiology
(mainly
radiation
therapy)

Radiology
(mainly
nuclear

medicine)

Radiology
(mainly

diagnosis)

Gastroent-
erology

Gastroent-
erological
surgery

Ortho-
pedic

surgery

Neuro-
surgery

Anesthesi-
ology

Emer-
gency

medical

Endo-
scopy

100% 11 4 15 11 11 11 13 0 0 7 0 0 13 7

≥ 80% 11 9 0 0 0 0 7 4 4 9 4 2 2 4

≥ 60% 11 2 0 0 0 0 2 7 7 2 4 2 0 3

≥ 40% 2 2 2 0 0 0 0 2 2 2 0 0 0 1

≥ 20% 0 2 0 0 0 0 4 2 2 2 2 2 0 1

<  20% 11 2 0 0 0 0 2 0 2 2 0 0 0 2

Not wear 7 11 11 9 9 11 11 11 9 11 11 9 11 10

Not
distributed 43 59 57 59 61 65 46 59 65 54 67 61 63 58

I do not
know 0 0 0 2 2 2 2 0 0 2 2 2 0 1

No
response 4 9 15 20 17 11 13 15 9 9 9 22 11 13

Total 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

Wearing
rate

Medical doctor

Mean

[%]
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3-1　 回答施設の基本情報および2020年度との重複率
　回答医療機関の基本情報である医療機関のタイプ，
病床数ならびに救急種別は，2020年度と同様の割合
であり有意差は認められなかった．また重複回答施設
も多かった（61%）．

3-2　 従事者線量の測定結果の委員会などへの報告状況
　従事者線量の測定結果を委員会などに報告している
か，を尋ねた結果は，「はい」が87%，「いいえ」が
13%であった．2020年度は「はい」67%，「いいえ」
31%，回答なし2%であり，2021年度は委員会など
への報告率は有意に増加した（p<0.05）．厚生労働
省が，電離健診対象医療機関に対する啓発的な自主点
検15）を促したように，本アンケート自体が放射線管理

に関する啓発を行う作用があると考えている．従って
2020年度に実施した調査が，委員会などへの報告の
契機になった可能性がある．2020年度 12-14）ならびに

2021年度の調査を基にした本論文が公開されること
で，全国の医療機関で，医療従事者の職業被ばく管理
がさらに進むことを期待したい．

3-3　従事者の管理状況
　放射線を被ばくする可能性のある医療従事者の管理
状況を尋ねた設問において，医師，診療放射線技師，
看護師ならびにその他の職種の「全員管理」の割合は，
それぞれ54%，96%，20%，ならびに11%であった．
2020年度は，医師と診療放射線技師の全員管理の割合
は，それぞれ56%と96%であり，2021年度とほぼ同

Fig.4　Deployment status of radiation protective goggles

Table 3 Wearing status of radiation protection goggles

Nurse

Cardio-
vascular
medicine

Cardio-
vascular
surgery

Radiology
(mainly
IVR)

 Radiology
(mainly
radiation
therapy)

Radiology
(mainly
nuclear

medicine)

Radiology
(mainly

diagnosis)

Gastroent-
erology

Gastroent-
erological
surgery

Ortho-
pedic

surgery

Neuro-
surgery

Anesthesi-
ology

Emer-
gency

medical

Endo-
scopy

100% 24 24 43 11 9 22 15 4 2 20 2 4 22 16

≧ 80% 43 15 11 0 0 2 20 11 11 24 2 2 15 12

≧ 60% 9 11 4 0 0 0 9 4 7 17 0 2 7 5

≧ 40% 7 4 0 0 0 2 7 9 2 9 2 0 7 4

≧ 20% 4 4 4 0 0 0 4 4 7 2 2 7 2 3

＜  20% 4 15 7 30 37 37 20 30 46 9 59 35 24 27

I do not
know 2 13 7 26 26 17 7 15 15 4 15 17 9 13

No
response 7 13 24 33 28 20 20 22 11 15 17 33 15 20

Toal 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

Wearing
rate

Medical doctor

Mean

[%]
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じで，有意差もなかった（医師：p＝1.00，診療放射線
技師：p＝0.242）．しかし，看護師とその他の2020年
度の全員管理の割合は27%と22%で，その他は2021

年度に比べて半減した．ただし，有意差はない（看護
師：p＝0.894，その他：p＝0.165）．また診療放射線
技師を除く職種では，依然として全員管理の割合は低
い．2020年度の調査結果では，まれに管理区域に立ち
入る者として，X線透視を伴う骨折整復介助に付く看
護師や，夜間・当直時間帯だけIVRの介助に付く看護
師が挙げられている．今後，従事者の安全を担保する
観点から，合理的な基準や方策を関係学会等が示して
いく必要があると考えられる．

3-4　放射線管理業務を主に行う部署および職員
　放射線管理業務を主に行う部署があるか，と放射線
管理業務を主に専門に行う職員がいるか，を尋ねた結
果は，それぞれ「はい」の回答が22%と20%であっ

た．2020年度の「はい」の回答は，それぞれ42%と

38%であったので，有意差はない（部署：p＝0.070，
職員：p＝0.065）がほぼ半減した．2021年度の設問
では，「“主に行う” とは業務の51%以上が放射線管理
業務ということです」を追記した．このことにより，

設問の趣旨が正確に伝わったものと考えられる．その
ため2021年度の調査結果が，現状を正しく示すもの
と考える．つまり医療においては，放射線管理業務を
主に行う部署は少なく，専門に行う職員も少ない現状
を示す結果となった．英国では，医療従事者が放射線
管理を併任するシステムにはなっていない16）．近年の
電離則改正，改正医療法施行規則による医療被ばくの
適正管理，あるいは放射性同位元素等の規制に関する
法律の改正によって放射線管理業務量が増加している
場合は，体制の見直しが必要と思われる．

3-5　防護研修の実施状況
　放射線診療や放射線診療の介助などを行う，医師
および看護師に対する防護研修の実施状況を尋ねた
設問において，全部署の平均実施率は58%で，2020

年度の44%と比較して回答比率が有意に増加した
（p<0.05）．個別の診療科では，「放射線科医（主に診
断）」と「救命救急医」は，回答比率に有意差があっ
た（p<0.05）．その一部を示すと，「実施している」が
2020年度と2021年度では，それぞれ49%と24%か

ら，65%と39%となった．全部署の平均実施率は有
意に増加したが，58%にとどまっている．放射線安全

Table 4　Comparison of the 2020 and 2021 survey results on the status of radiation managementTable 4 Comparison of the 2020 and 2021 survey results on the status of radiation management

stluser nosirapmoCsmeti yevruS p  value

Reporting rate of the measurement results of
radiation workers' radiation doses to committees

Significantly increased (67%→87%) p <0.05

Worker registration rate
Not significant (Medical doctor 56%→54%, Nurse

27%→20%)
Medical doctor: p =1.00,

Nurse: p =0.894

Percentage of departments and staff mainly
engaged in radiation management work

Not significant (Department: 42%→22%, staff: 38%

→20%)
Department: p =0.070,

staff: p =0.065

Implementation rate of radiation protective
training

Significantly increased (44%→58%) p <0.05

Encouragement to wear personal dosimeters
Not significant (There is no applicable case
because 100% of radiation workers wear them.:
7%→17%, Frequently encourage: 20%→33%)

p =0.19

Reasons why it is not possible to encourage
people to wear personal dosimeters

Not significant (Hard to say a medical doctor: 56%
→74%)

p=0.967

Wearing rate of personal dosimeters for the eye
lens

Not significant (80% or more: 4%→11%) p= 0.61

Wearing rate of radiation protective goggles Not significant (80% or more: 18%→28%) p= 0.22

Deployment rate of protective goggles Not significant (80% or more: 33%→50%) p =0.23

Measurement rate of IVR reference point dose
rate

Not significant (73%→84%) p =0.441

There is a person who leads or guides the safety
management (radiation protection) of
occupational exposure centering on IVR.

Significantly increased (51%→76%) p <0.05
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確保のために防護研修の実施は必須であり，100%に

なるように努める必要がある．

3-6　放射線測定器の着用の促し
　放射線測定器を着用していない従事者に対して，放
射線測定器の着用を促しているか，を尋ねた設問にお
いて，2020年度の回答は，「100%着用しているので
該当事例なし」が7%，「頻繁に促している」が20%，
「時々促している」が40%，「まれに促している」が
18%，「促していない」が13%，無回答が2%であっ

た．2020年度と2021年度における全体の回答割合に
有意差はなかった（p＝0.19）．しかし，着用を促す必
要がなかった施設群（「100%着用しているので該当事
例なし」ならびに「頻繁に促している」）と促す必要
がある施設群（「時々促している」「まれに促している」
ならびに「促していない」）として分類した場合には
有意差があった（p<0.05）．具体的には，「100%着
用しているので該当事例なし」の回答は，まだ比率と
して少ないものの2020年度の7%から，2021年度は
17%と割合としては2.4倍になった．「頻繁に促してい
る」も2020年度20%から，2021年度は33%と割合
としては約1.5倍となった．2021年度の両者の合計は
50%で，半数の施設で100%着用しているか，着用し
ていなくても頻繁に促している状況にあると考えられ
る．また2020年度の両者の合計は27%なので，ほぼ
倍増したことになる．従って放射線測定器を着用して
いない従事者に対する放射線測定器の着用の促しは増
加傾向にあると考えられる．
　また「時々促している」「まれに促している」なら
びに「促していない」の回答は，それぞれ30%，15%

ならびに4%で，合計は50%であった．頻繁に促さな
い理由の回答である，「医師には言いづらい」は2020

年度の56%から2021年度の74%となったが有意で
はなかった（p＝0.967）．職種の壁が，多くの施設で
放射線測定器の着用率が100%にならない課題の一つ
となっている．放射線測定器の着用率を100%にする

ために，職種の壁を取り外す対策など，医療機関の努
力と従事者自身の意識改革が必要である．例えば医療
機関の管理者が，職種に関係なく放射線測定器の着用
を促すことを指示することによって，職種の壁を越え
て，放射線測定器の着用を促しやすくすることが可能
と考える．また防護研修において，自分自身の被ばく
線量を知ることが安全確保の第一歩であることを示し
て，従事者自身が主体的に着用するようになる環境づ
くりが有効と考える．

3-7　 防護眼鏡の内側に着用する水晶体専用の放射線
測定器の着用率

　防護眼鏡の内側に着用する水晶体専用の放射線測
定器の着用率は，2020年度と比べて全体的に有意差
はなかった（p＝0.61）．しかし，着用率が「80%以
上」および「100%」と回答した施設は11%で，割合
としては，2020年度の4%から約3倍になった．また
循環器内科医では，全ての回答施設における2020年
度と2021年度の比較で回答の割合に有意差を認めた
（p<0.05）．その一部を示すと，「100%」と「80%以
上」の合計回答率が2020年度の4%から22%になっ

た．水晶体専用の放射線測定器の全部署平均の着用率
が80%以上の施設は約3倍になったのは，改正電離測
の普及と少しずつ水晶体専用の放射線測定器の配布率
が高まっているためではないかと推察する．特に，水
晶体線量が高い診療科の代表格が循環器内科であるた
め，水晶体専用放射線測定器の配布率が高まっている
可能性がある．しかし，水晶体専用の放射線測定器の
全部署平均の着用率が80%以上の施設は，11%にと

どまった．水晶体専用の放射線測定器を着用しなけれ
ばならないか，を確認していないが，少なくとも着用
率が高いとは言えない状況である．今後，水晶体線量
に基づいて，水晶体専用の放射線測定器の着用を促し
ていく必要がある．

3-8　防護眼鏡の着用率
　防護眼鏡の着用率を尋ねた設問において，「80%以
上」と「100%」の合計回答率は，全体としては2020年
度と比べて有意差はなかった（p＝0.22）．また「20%

未満」の回答率はほぼ同じで，依然として約4分の1

を占めている．ただし麻酔科医は，全ての回答施設に
おける2020年度と2021年度の比較で回答比率に有
意差を認めた（p<0.05）．その一部を示すと，80%以
上と100%の回答の合計は0%から4%になった．手
術室におけるX線透視を伴う手術に診療放射線技師
が従事する割合は低く14），実態が明らかになっていな
い．しかし，少しずつ関心が高まっていることを示す
ものと推察する．ただし，防護眼鏡の着用率はまだま
だ高い水準ではなく，必要な従事者に対して防護眼鏡
の着用率を100%にしていくことが求められる．

3-9　防護機材の配備率
　Vascular-IVRを実施するX線診療室，X線装置が
設置されている一般X線透視室，ならびに手術室の防
護眼鏡の配備率を尋ねた設問において，2020年度と
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比べると防護眼鏡の配備率に有意差はなかった（p＝
0.23）．防護眼鏡などの防護機材の配備には費用が発
生するため，容易には進まない現状を反映しているも
のと思われる．厚生労働省は，費用を伴う職業被ばく
低減方策に対する補助政策を実施している17）．しか
し，今後，防護機材の配備の遅延により，職業被ばく
低減が十分に進

しん

捗
ちょく

しない場合は，医療機関に対する費
用補助政策の追加が求められるかもしれない．

3-10　 基準透視線量率（日本の診断参考レベル（2020

年版））の測定
　医療被ばくの最適化のために，医療被ばく研究情報
ネットワークが作成・公開した診断参考レベル（2020

年度版）18）において，IVRは基準透視線量率が指標の
一つとなっている．2020年4月1日から，医療機関で
は医療法施行規則の改正19）に基づいた指針20）により，
診断参考レベルを用いた医療被ばく線量の最適化を実
施することとなっている．本研究の調査時期は2021

年9月から12月までであり，改正医療法施行規則が施
行してから1年以上経過しているが，基準透視線量率
の測定の実施率は84%とまだ100%には至っておら
ず，有意差もなかった（p＝0.441）．
　また現在（2020年版）の診断参考レベルは
17 mGy/minであり，2021年度調査で「＞20 mGy」
と「＞17 mGy」を回答した24%の装置はこれを超え
ていることになる．なお，選択肢上では “mGy/min”
ではなく，“mGy” としている．またVascular-IVRの

診断参考レベルとの比較を行っていない施設が13%

あった．医療における放射線業務従事者の放射線被ば
くの主因は散乱線であるものの，散乱線量の多寡は一
次線に由来する．基準透視線量の測定施設が100%で

はなく，また診断参考レベルを超える装置が多いこと
は，職業被ばく低減にとっても重要な問題である．職
業被ばく低減にとって，照射線量の低いX線装置の使
用は，労働衛生の3管理（作業環境管理，作業管理，健
康管理）の中の作業環境管理における，労働環境のよ
り上流の有害物質を排除していくという考え方21）に

も合致すると考えられる．速やかに基準透視線量の測
定を促すこととその結果に基づいて，まずは装置の設
定線量の見直しを行うべきである．そして必要に応じ
て装置更新などの対策を講じる必要がある．装置更新
には高額の費用が生じるため，かなりの時間を要する
可能性がある．職業被ばくだけではなく患者の医療被
ばくの最適化にもつながる方策であるため，関係学会
等が連携して，医療機関に促すことが必要と考える．

3-11　 医療従事者の職業被ばく低減に向けた課題と
要因

　IVRを中心に職業被ばくの安全管理（防護）をリー
ドあるいは指導する者（以下，指導者）がいる，と回
答した施設は76%であった．2021年度は，2020年
度の51%から有意に増加した（p<0.05）．約4分の3

の医療機関に職業被ばくの指導者がいることが分かっ
た．この指導者を中心に職業被ばくの安全管理を進め
ていくことが求められる．しかし，4分の3の医療機関
に指導者が存在しながら，本論文で報告した防護研修
の実施率や水晶体専用放射線測定器および防護眼鏡の
着用率は一部進んでいる傾向を示しているものの，全
体としては大きく進んではいない．医療機関内の担当
者の努力だけに頼るのは限界があるものと考える．関
係学会や団体が連携して防護研修の実施，ならびに水
晶体専用放射線測定器および防護眼鏡の着用基準等を
指針として示すことが求められていると考える．
　防護研修は，全体的に有意な改善が見られたが，良
好な実施率は58%にとどまっていた．また放射線測定
器の着用の促し，水晶体専用放射線測定器の着用率，
ならびに防護眼鏡の着用率は，改善が限定的であった．
防護研修の実施率ならびに受講率をさらに上げて，そ
れとともに放射線測定器や防護眼鏡の着用率を上げて
いくことが求められる．考察3-6で述べたように，放
射線測定器の着用率を向上させることについては，職
種の壁が障害になっている可能性がある．
　従事者登録率，防護機材の配備率，ならびに基準透
視線量測定の実施率が低いのは，費用がかかることが
共通した課題と考えられる．さらに基準透視線量測定
が100%ではないのは，測定の煩雑さも問題の一つと
なっている 22）．従事者登録率が低いのは，労力の増大
も問題の一つとなっている．つまり課題ごとにその要
因は異なっていることが分かる．
　これらの問題は，放射線管理業務を主に行う部署や
担当者が少ない現状では，病院あるいは担当者の自主
努力だけで改善することは難しく，関係学会等や行政
機関の支援も必要と考える．

4．結　論
　われわれは，医療機関における職業被ばくに関する
放射線管理状況について調査を行った．
　改正電離則の施行ならびに関係情報の共有が進むと
ともに，われわれが，2020年度に実施したアンケー
ト調査の啓発効果もあって，医療機関内組織への報告
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